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都道府県医師会

担当理事殿

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン(通則編、外国に

ある第三者への提供編、第二者提供時の確認・記録義務編及び匿名加工情

報編)の一部を改正する告示」等に関する意見募集について

個人情報保護委員会(以下、委員会という。)では、令和 2年6月に公布0

された「個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律(令和2年

法律第U号、以下、令和2年改正個人情報保護法)」の施行に向け、ガイ

ドライン等の検討作業が進められてきたところ、今般、これまでの委員会

での議論等も踏まえ、「令和 2年改正個人情報保護法ガイドライン案」

を策定し、意見募集(パブリックコメント)が実施されている旨の情報提

供がございましたので、お知らせ申しあげます。

つきましては、ご多忙の折恐縮に存じますが、貴会管下会員へご周知い

ただければ幸いです。

なお、本件令和 2年改正個人情報保護法の内容につきましては、以下の

委員会ホームヘ゜ージに掲載され、 e・GOV サイトにて意見募集が行われておりま

す。ご意見がございます場合は、 6月18日までに下記の意見募集ページか

らご投稿いただきますようぉ願い申し上げます。

(法安39)(情シ 15)

令和3年6月7日

日本医師会

常任理事渡辺弘司

(公印省略)

【委員会 H"

ht中S://WWW. PPC. go.jPゆersonali11fo/1egavkaiseihogohou/

以上

【e・GOV サイト】

h如S:がPublic・cot1如ent. e・gov. go.jp/seNlevpublic?CLASSNAME=PCNNSTDETAIL&id=2
40000069&Mode=0

※別添1、 2は上記ホームヘ゜ージ内に掲載されております。

記



e岬GOVパブリツク・コメント

トリプ

「個人情報の保護{こ関する法律についてのガイドライン(通則編、外国にある第

三者への提供編、第三者提供時の確認・三詮泉義務編及び匿名加工情¥尉刷の一部

を改正する告示」等に関する意見募集について

案件一覧>

パプリック・コメント制度について

「個人佰報の保護に闘ずる法律についてのガイドライン(通貝"細、外国にある第三者への提供細、第三考提供皓の確認・記録義務綿及ぴ厩名加工情報編)の一部を改正する告示」等に関

カテゴリー

案件番号

案件一覧

定めようとする命令などの題名

ヘルブ

根拠法令条項

行政手続法に基づく手続か

国民生活の安全・安心の確保

240000069

「個人惰報の保護に関する法律についてのガイドライン(通則編)の一部を改正する告示(案)」「個人情報の保設に関する法律

につぃてのガイドライン(外国にある第三者への提供編)の一部を改正する告示(案)」「個人情報の保護に関する法律につぃて

のガイドライン(第三者提供時の確認・記録義務編)の一部を改正する告示(案)」「個人情報の保護に関する法律についての力

イドライン(匿名加工情報編)の一部を改正する告示(案)」「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン(認定個人

情報保護団体編)(案)」

個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号)第4条、第8条及び第60条

案の公示日

受付開始日時

受付締切日時

意見提出が30日未満の場合そ

の理由

別添 1

行政手続法に基づく手続

意見募集要領 G是出先を含む)

2021年5月19日

命令などの案

2021年5月19日18時0分

2021年6月18日19時0分

関連資料、

その他

意見募集要領

個人情報保護法ガイドライン(通貝"編)の一部を改正する告示(案)

個人情報保護法ガイドライン(外国にある第三者への提供編)の一部を改正する告示(案)

個人情報保護法カイドライン(第三者提供時の確認記録義務編)の一部を改正する告示(案)

個人情報保護法ガイドライン(匿名加工情報繼)の一部を改正する告示案

個人情報の保護に関する法律こついてのガイドライン(認定個人情報保護団体編)(案)

令和2年改正個人情報保護法ガイドライン案の槻要

資料の入手方法

備考

問合せ先

炉斤管省庁・部局名等)

意見提出前に、意見雰集要領(提出先を含む)を確認してください。

電子政府の総合窓口「e-GOV」(hせP5:ノノPublic・comment.e・govgo.jp/)に掲載している資料について個人情報保護委員会事務
局にて資料配布連絡先:個人情報保護委員会事務局(03・6457、9769)

(関連ヘージ)個人情報保護委員会事務局h比PS:ガWWVJ.PPC.go'jp/per50nalinfo/1egel/k己iseihogohou/

個人情報保護委員会事務局03・6457・9769

慧見募集要領 G是出先を含む)を確認しました。

戻る

意見提出には画像や音声による認証が必要です。

意見入力ヘ



丁一

"▼

利用停

一部の法違反の場合に加えて、本

人の権剰又は正当な洞益力管され

るおそれがある場合にも拡充する

'えい
^

,司

漏えい等が発生し、個人の権利利

益を害するおそれがある場合(要配
慮個人情報、財産的被害が発生するお

それがある漏えい等)に、委員会への

報告(速報0確報の2段陶及び本

人通知を義務化する

、

、、^

合,"

は当利ミ るが Aにっいて、ネ1.用人

停止等が認められる事例や認められない事例を含め解釈を具体的に記載

、剰用停止等が認められる事例・ダイレクトメール送付停止を求めたにも

かかわらず、繰り返し送付される場合

、認められない事例・・・電話会社からの料金支払いを免れるため、課金に

必要な情報の洞用停止等を請求する場合

・ケ史':<の'.「・告を'と'・る、ε態にっいて、事例を含め解釈を具体的に記

載するとともに、.t員:'へ「"'」""、・0,'i、ル,、・邑、.'.」.{i,1 、.え,'等を記載

》財産的被害が発生するおそれがある漏えい等に該当する事例・・ECサイ

トからクレジットカード番号が漏えいした場合

、速報の時間的制狠の目安として、事態の発生を知った時点から概オユ.3日

~5日以内(確報にっいては、規則において原則B0日以内と規定)

刑に該るとえれる場▲にっい'■なーる人.

て、事例を含めて解釈を具的に記載

該当する事例一・採用選考を通じて個人情報を取得した事業者が、性

別、国籍等の特定の属性のみにより、正当な理由なく本人に対する違法

な差別的取扱いを行うために、個人情報を剰用

不適茅

ホ止

隻し

違法又は不当な行為を助長する等

の不適正な方法により個人情報を

利用してはならない旨を明確化する

別添2令

t

血
一

●
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丁一

"▼

認定団

の

制
現行制度に加え、企業の特定分野

佶β門)を対象とする団体を認定

できるようにする

公表 等
安全管理のために講じた措置を法
定公表事項に追加する

仮名 n

今般の法改正も契機に、き 方園を示すためい

のガイドラインを認定団体編として新設

制度の目的0意義に加え、①求められる具体的な業務(苦情処理、情報提

供割、②自主ルールの策定等、③漏えい等報告等にっいて記載

安全管理の観点から公表すべき事項として、個人データの取扱いに関す

る責任者を設置している旨、個人データを取り扱う従業者及び当該従業

者力田吻扱う個人データの範囲を明確化してぃる旨等を記載

外国の制度等を把握した上で、安全管理措置を講ずべき旨を明確化

・現行法で義務付けられている利用目的の規定に関し、本人が合理的に

予測等できないような個人データの処理(ex.いわゆる「プロファイリン

グ」)が行われる場合、本人が予測できる呈度に利用目的を特定しなけ

れぱならない旨を明確化

n 峯にっいて、事例を含め解釈を具体的に記力0

載

》仮名加工情報の加工基準に従った加工の事例・・・氏名、年齢、性見、

サービス利用「止が含まれる個人情報を加工する場合:氏名を削除

「イ反名加工情幸畏」を創設し、利用を

内部分析等に限定することを条件

に、禾1.用目的の変更の制狼等を緩

和する

一
器令



等について、事偶を含め解釈を具0

体的に記載提供先において個人データとなること

が想定される情報の第三者提供に 》同意取得の主体・・原則、情報を利用する主体となる提供先が同意を

ついて、本人同意が得られていること 取得する

等の確認を義務付ける
》同意取得の方法・一同意取得にあたっては、対象となる個人関連情報の

範囲を示した上で、明示の同意を要する

・百意三、,"、、a,1 情'・、,,甲、・入,、、J整ル要こづく越境 1一転一

疇i,ベ.『,,'要宏三、ミ』にっいて、事例を含め角秤尺を具体的に記載

》同意取得時に提供すべき情報の考え方・一本人がりスクを適切に把握で
人同意に基づく越境移転 きるよう、
同意の取得時に、本人への情報 y 移転先が所在する外国の名称、
提供を求める ψ個人情報保護制度等に関して、我が国の制度や我が国事業者に求

体制整備要件に基づく越境移 められる措置との本質的な差異

転:移転先による個人データの についての情幸尉是供を求める

適正な取扱いの継続的な確保の 体制整備要件に係る「必要な措置」

ための「必要な措置」及び人の ゾ年一回チ呈度、移転先における個人データの耳貯及犬況及びこれに影

求めに応じた情報提供を求める 響を及ぽすおそれのある外国制度の有無等を確認、

ゾ契約違反等の問題が生じた場合には、その是正を求める

ψ問題が解消されず適正な取扱いの継続的な確保が困難となった場

合は、個人データの提供を停止

※その他、開示方法、第三者捍イ共記録の開示、オプトアウト柳.宇、域外適用等の改正法に係る解説を追加するなだの所要の改正を実施
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個人関連情
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^

越境
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